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〔要　　　旨〕

１　農協における青果物の生産部会に関する環境は，近年大きく変化している。生産部会が
生産者の農業経営の安定を確保するためには，変化に適応して部会を再編することが急務
である。

２　青果物の生産部会に関する外部環境の変化としては，消費者の健康・安全志向の広がり
を背景に，生協や量販店における，インショップや産直，安全・安心に配慮した商品等へ
の取組みが目立つ。一方では，簡便化志向を背景に食の外部化が進み，野菜用途における
加工・業務用需要が伸びている。さらに一部の卸売業者や小売業者では合併や経営統合に
より規模を拡大する動きがみられる。一方，内部環境の変化としては，高齢化と農協の広
域合併による生産者の異質化があげられる。

３　農協信用事業動向調査によると，このような環境変化に適応して，生産部会の再編は大
きく２つの方向で進められている。１つめは，農協合併に伴って，旧農協の生産部会を統
合して出荷ロットを拡大する方向であり，これは大規模や中規模の産地で比較的多く実施
されている。２つめは販売チャネルや生産者の特性に応じて再編する方向であり，中規模
産地で多くみられる。

４　販売チャネルに応じたものとして，24.1％の農協が「生協や量販店への出荷に対応した
生産部会」を設立し，19.4％の農協が「加工・業務用への出荷を目的とした生産部会」を
設立している。また，生産者の特性に応じたものとして，17.3％の農協が「生産者の技術
水準を特定した生産部会」を設立している。しかし，「生産者の年齢層を特定した生産部
会」を設立している農協は2.8％にとどまっている。

５　再編しつつ発展してきた生産部会の事例を具体的にみると，産地の規模を拡大してきた
ＪＡなすの・ねぎ部会は，農協合併後の生産部会の統合や，部会員の増員と１戸当たり作
付面積の増反を行いつつ，品質の高位平準化に努めてきた。この結果，卸売市場での評価
が高まり，部会員の農業収入の安定をもたらした。
一方，ＪＡ常総ひかり石下地区契約レタス部会では，少人数の部会員が緊密に協力する

ことによって，加工・業務用に契約取引で安定的に出荷している。取引先の拡大とともに
作付面積が伸びており，数量や価格が比較的安定した取引の増加は，部会員の農業経営の
安定に寄与している。

６　ＪＡグループとしては，環境変化を的確にとらえつつ，生産者の経営方針に基づき販売
戦略を明確にした上で，生産部会の再編を進めることが重要になろう。とくに販売チャネ
ルに応じた生産部会を設立する場合，生産部会の事務局機能だけでなく，販路開拓や取引
先との交渉といった営業機能も必要になる。生産部会の再編を進めるには，経済連・全農
県本部と協力しつつ，農協内部の農産物販売にかかるシステムを一層強化することが求め
られているといえよう。

農協生産部会に関する
環境変化と再編方向
――青果物の生産部会を中心に――
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第24回JA全国大会で決議されたように，

組合員の高齢化の進行や農協離れがみられ

るなかで，農協運営の基盤である組合員組

織の活性化が喫緊の課題となっている。農

協の組合員組織の１つである農協生産部会

（以下「生産部会」という）は，弱体化や運

営の停滞，ひいては生産部会からの部会員

の離脱が生じていると指摘されている（宮

部（2004））。

生産部会の目的について，聞き取り調査

を実施したいくつかの生産部会の規約をみ

ると，それぞれ表現は多少異なるものの，

生産者の農業経営の安定を目指す，という

点で共通している。

いうまでもなく生産者の農業収入は農産

物を販売することによって得られるが，販

売先である青果物流通業界の動向や消費者

の志向は近年大きく変容している。そして

生産部会を構成する生産者は，高齢化が進

むとともに，農協の広域合併によって異質

化している。

つまり生産部会が，その目的である生産

者の安定した農業経営を確保するために

は，上述のような環境変化に適応して再編

することが急務といえる。

このような問題意識に基づき，本稿では，

青果物の生産部会に関する近年の環境変化

を整理し，それに適応するために進められ

ている再編の方向を明らかにする。そして，

先進的な生産部会において，変化への適応

を通じて，いかに組織化の効果を高め，生

産者の農業経営の安定に寄与しているかを

示すことにしたい。

本稿の分析では，青果物に関する生産部

会に焦点を当てている。その理由は，第１

に青果物では，市場経済の下で比較的早い

段階から，生産者による共同販売組織が形

成され，流通の変化に適応して発展してき

たこと，
（注１）

第２に2005年度における農協の生

産部会の約半数が青果物に関する組織であ

ること，である。
（注２）
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また，生産部会再編の全体的な状況につ

いては，07年度に実施した農中総研「農協

信用事業動向調査」（
（注３）

以下「動向調査」とい

う）の結果を使用し，都府県とは状況が異

なるため，北海道を除いて集計した。

（注１）生産者による共同販売組織は，1905年にミ
カン販売において，生産者が産地仲買人に対抗
するために結成したのが最初とされる（小野
（1974））。その後，青果物流通の変化とともに，
共同輸送だけでなく，共同選果や共同計算を含
めた共同販売へと変化してきた。一方，米につ
いては，食糧管理制度に基づく政府買い上げが
続いていたため，販売のために生産者が組織を
形成する必要性は低かったものと思われる。し
かし近年の米流通の自由化とともに新たな動き
がみられる。

（注２）農林水産省『総合農協統計表』によると，
05年度において，農協の生産者組織（＝生産部
会）は20,471組織（１組合当たり23組織）あり，
そのうちの51.2％が青果物（野菜＋果樹＋菌茸
類）に関するものである。

（注３）「農協信用事業動向調査」とは，全国の資
金観測農協の協力を得て，農中総研が毎年２回
実施しているアンケート調査である。本稿では，
07年度第２回の調査結果を中心に，05年度第２
回，06年度第１回も使用した。

（１） 外部環境の変化

青果物の生産部会に関する外部環境の変

化として，農産物消費の多様化と流通業界

の変化に注目したい。

ａ　農産物消費の多様化

消費者の食に対する志向は，農林漁業金

融公庫（2007）によれば，「健康・安全志

向」が最も強く，安全・安心が消費者に対

する１つの訴求ポイントとなっている。そ

の一方で，「簡便化志向」も一定の位置を

占めている。この結果，食の外部化率は

年々上昇し05年には42.7％となり，75年以

降で最も高い水準となった（外食産業総合

調査研究センター（2008））。食の外部化の

拡大に伴って，野菜用途における加工・業

務用の割合は家計消費用を上回り，90年の

51％から05年には55％へと拡大している

（小林（2007））。野菜販売のターゲットとし

て，加工業者や外食業者の重要性は高まっ

ているといえる。

ｂ　流通業界の変化

一方，生産者と消費者をつなぐ流通業者

では取扱い規模を拡大する動きがみられる。

農協の青果物の販売先の大宗を占める卸

売市場においては，売上高の減少や利益率

の低い買付集荷の増加により，多くの卸売

業者の経営が低迷している。経営を改善す

るために，一部の卸売業者では合併や経営

統合を行った。このような卸売業者の大型

化への対応策として，産地は大型化するこ

とが必要であると指摘されている（藤島・

青山（2007））。

小売業界でも，一部の量販店では，資本

提携等によってグループ化を進め，グルー

プの商品調達を集約する動きがみられる。

また生協では事業統合が進んでいる。この

ような動きにより，小売段階のバイイン

グ・パワーは一層強まる可能性がある。

また小売業界では，競争激化を背景に，

インショップやプライベートブランド化に

よって商品を差別化する動きがみられる。

農林金融2008・5

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

32 - 278

１　青果物の生産部会に

関する環境変化



インショップの場合は，生産者ないし農

協が比較的近距離のＡコープや生協，量販

店の店舗に直接出荷するために鮮度が高

い。この点が卸売市場経由の商品との差別

化のポイントとなっている。

生協は従来から産直に取り組んでいる

が，近年，量販店でも青果物のプライベー

トブランド商品の取扱いが目立つ。独自の

栽培基準を設けたり，生産者の顔が見える

ことやトレーサビリティに対応するなど，

安全・安心に配慮した商品が多いことが特

徴である。これは前述した消費者の健康・

安全志向を反映したものといえよう。

（２） 内部環境の変化

次に生産部会の内部環境の変化として，

それを構成する生産者の高齢化と，農協合

併による生産者の異質化に注目したい。

ａ　生産者の高齢化

周知のように，生産者の高齢化が進んで

いる。高齢化による生産部会の運営への影

響として，高齢の部会員の発言力が強まり，

比較的若手の部会員の意見や要望が反映さ

れにくい状況が生じていると考えられる。

全中（2007）によると，組合員組織の見

直しに関する自由意見として，ある農協は

「各事業部会においても，会員の高年齢化

が進み70歳代が中心メンバーとなってい

る。加えて生産部会においては，新たな農

政に伴い農地の集約が進み離農者が増えて

いる状況であり，30～50歳代を中心とした，

新たな部会等の検討が不可欠である」と回

答している。

全国的に生産者の高齢化が進んでいるこ

とからみて，高齢の部会員が中心となり，

若手部会員の意見が埋没してしまうような

状況は，多かれ少なかれ，いずれの農協で

も生じていると考えられる。

個別農家の農業経営の方針は，教育費や

生活費等の負担が大きいために所得拡大に

積極的な若手生産者と，生活費の負担が小

さくなった高齢者が基幹的農業従事者とな

っている農家とでは異なるものであろう。

02年度に実施した野菜生産を中心とする

生産者へのアンケート調査によると，農産

物の農協への出荷割合，および農協の販売

事業の手取りや価格の安定性に関する評価

は，60歳以上の生産者に比べて，60歳未満

の生産者で低くなっている（尾高（2003））。

生産部会活動の結果である農協の農産物販

売が若手生産者の経営方針に対応できてい

ないことも，農協利用状況や評価に違いが

生じている一因と考えられる。

ｂ　農協の広域合併による生産者の異質化

90年代後半以降，農協の広域合併が進み，

１組合当たりの個人正組合員は，96年度の

2,325人から05年度には5,630人へと10年間

で2.4倍となった。

農協合併後，１つの品目について複数の旧

農協生産部会が存在する場合，西井（2006）

が指摘しているように，それぞれの販売戦

略，出荷物の規格や品質等が異なる場合が

少なくない。それらの違いにより，卸売市

場での評価にも差が生じることになる。
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産地の規模を拡大している。これも小売業

者や卸売業者の大規模化に適応した動きと

いえよう。

統合済みの最多品目別部会では，品質の

高位平準化を図るための活動として，

90.5％が出荷品の規格と品質基準を確認す

る「目ぞろえ会」を実施し，63.9％が「品

質検査」を実施している。この割合は，統

合する予定はない最多品目別部会に比べ

て，それぞれ，8.9ポイント，12.9ポイント

高いものとなっている。

（２） 販売チャネルや生産者の特性に

応じた生産部会の設立

ａ　販売チャネル別の生産部会

動向調査の結果によれば，青果物につい

て「特定の生協や量販店への出荷を目的と

した生産部会」があると回答した農協の割

合は24.1％，「加工・業務用への出荷を目

的とした生産部会」があると回答した農協

の割合は19.4％となっている（第２図）。と

くに大消費地に近い南関東，近畿，山陽に

おいて，前者の割合が30％を超えている。
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ここでは青果物の生産部会について尋ね

た動向調査の結果をもとに，前述のような

環境変化に適応するために，生産部会の再

編がどのように行われているかをみてみた

い。

環境変化に対して，旧農協の生産部会を

統合することによって産地の規模を拡大す

る一方で，販売チャネルや生産者の特性に

応じた生産部会を設立する動きがみられ

る。しかし，生産者の年齢層を特定した生

産部会を設立している農協は少ない。

（１） 旧農協の生産部会の統合

小売業界や卸売業者の大規模化に適応し

て，農協合併に伴い，旧農協の生産部会を

統合する動きが顕著である。

動向調査では，各農協のなかで，「青果

物に関して部会員数が最も多い品目別の生

産部会」（以下「最多品目別部会」という）

について，農協の最終合併後の生産部会の

統合状況を尋ねた。この結果をみると，農

協の最終合併後に，旧農協の生産部会を統

合済み（「旧生産部会を統合」ないし｢旧生産

部会を解散して新設｣）の割合は66.8％であ

る（第１図）。農協の最終合併後２年以内

の最多品目別部会でも56.3％が統合済みと

なっている。そして，最多品目別部会の

57.3％（統合済みの最多品目別部会の85.8％）

が「出荷規格や品質基準の統一」を実施し，

（注）１　「統合済み」は「旧生産部会を統合した」と「旧生
産部会を解散して新設」の割合の合計。 
２　「統合する予定はない」には統合できる生産部会
がない場合を含む。 

第1図　農協合併後の最多品目別部会の統合状況 
　　　　（北海道を除く, 最終合併後２０年以内の農協） 

統合準備中 
ないし検討中 
（１０．９） 

統合する予定 
はない（２２．３） 

統合済みの部会のう 
ち, 出荷規格や品質 
基準の統一状況 

統一していない 
（８．８） （ｎ＝２２０） 

統合済み 
（６６．８％） 

統一した 
（５７．３） 

２　環境変化に応じた

生産部会再編の現状
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前者は生協の産直や量販店のインショッ

プ，後者は加工・業務用需要の増加への適

応を反映したものと考えられる。

興味深いのは，「直売所への出荷を目的

とした生産部会」がある農協の割合が高い

地域で，「特定の生協や量販店への出荷を

目的とした生産部会」がある農協の割合が

相対的に高い傾向がみられることである。

直売所が飽和状態になり，Ａコープ，生

協および量販店のインショップを新たな販

路として，直売所とは別に生産部会を立ち

上げて出荷している農協の事例が報告され

ている（小柴（2005））。上記の結果は，こ

のようなケースが多いことを示していると

思われる。

環境変化に適応する過程において販売チ

ャネルに応じた生産部会が設立された理由

として，次のようなことがあげられる。

第１に，生協との産直や加工・業務用対

応といった実需者を特定した取引を行う場

合，栽培方法，出荷規格や荷姿等が，卸売

市場出荷の場合と異なる場合が少なくな

い。さらに加工・業務用の場合には栽培品

種が異なる。栽培技術指導

や目ぞろえ会等の生産部会

の活動内容もそれに応じた

ものとなる。さらに契約条

件や価格設定等が異なるた

めに，卸売市場出荷とは別

に，販売代金を精算するこ

とが必要になる。

第２に，インショップを

含めて実需者を特定した取

引の場合には，安定した出荷が重要である。

目的を明確にした独自の組織を立ち上げる

ことによって，安定出荷のために部会員同

士の協同意識を醸成する効果も期待されて

いる。

ｂ　栽培方法を特定した生産部会

上記のように実需者が特定されていれ

ば，実需者の要望に応じた栽培方法が採用

される場合もあるとみられる。これに加え

て，出荷先が特定されていない場合にも，

前述した消費者の健康・安全志向の広がり

に適応して，「出荷先は特定していないが

減農薬栽培など栽培方法を特定した生産部

会」があると回答した農協の割合が26.2％

となっている。これは，既存の生産部会が

全体で特定の栽培方法に取り組む場合もあ

ろうし，栽培方法を特定した生産部会を新

たに設立する場合もあろう。

ｃ　生産者の高齢化に適応した変化

動向調査によると，生産者の年齢層を特

定した生産部会を設置している農協の割合
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資料　農中総研「農協信用事業動向調査」（第３図を除き, 以下同じ） 
（注）　（　）内は回答組合数。 

８０ 
（％） 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
合
計 

５３．４ 

第2図　販売チャネルに応じた生産部会の有無（北海道を除く） 
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（５０）
 （３２）

 
（３２）
 

（１６）
 
（３０）
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（６）
 
（２９）
 
（２１）
 （３５）

 
（１２）
 



は，全体で2.8％にとどまっている。

一方，高齢の生産者の活躍の場となって

いる直売所への出荷を目的とした生産部会

は，全体の53.4％の農協が設立している

（第１表）。そして正組合員に占める60歳以

上の割合が高いほど，この割合も高くなる

傾向がみられ，70％以上の農協では58.9％

と６割近くが設立している。直売所の生産

部会が，高齢の生産者の生産部会となって

いる面もあると思われる。

ｄ　生産者の異質化に適応した変化

旧農協の生産部会を完全に統合すること

が難しい場合には，生産者の技術水準に応

じた再編も１つの選択肢となろう。動向調

査によると，17.3％の農協が「生産者の技

術水準を特定した生産部会」を設置してい
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（単位　組合，％）

の
割
合 

め
る
６０
歳
以
上 

正
組
合
員
に
占 

（
個
人
） 

正
組
合
員 

 

集
計
組
合
数 

た
生
産
部
会 

を
主
な
目
的
と
し 

直
売
所
へ
の
出
荷 

産
部
会 

準
を
特
定
し
た
生 

生
産
者
の
技
術
水 

部
会 

を
特
定
し
た
生
産 

生
産
者
の
年
齢
層 

～５０％未満 

５０～６０ 

６０～７０ 

７０％以上 

～３千人未満 

３～６ 

６～９ 

９～１２ 

１２～１５ 

１５千人以上 

（注）１　色網掛けは, 合計より５ポイント以上高いことを示
す。 
２　正組合員に占める６０歳以上の割合は, ０５年度第２
回の動向調査の結果である。     

第１表　生産者の特性に応じた生産部会の有無 
（北海道を除く）　　　　　　 　 

３２４ 

５３ 

６６ 

９１ 

７３ 

４５ 

７３ 

６４ 

６８ 

３５ 

３８ 

合　計 ５３．４ 

４７．２ 

５１．５ 

５１．６ 

５８．９ 

５３．３ 

３９．７ 

６０．９ 

５７．４ 

４８．６ 

６５．８ 

１７．３ 

１３．２ 

２４．２ 

１３．２ 

１６．４ 

１１．１ 

１６．４ 

１５．６ 

１９．１ 

１４．３ 

２８．９ 

２．８ 

１．９ 

４．５ 

３．３ 

１．４ 

０．０ 

５．５ 

４．７ 

１．５ 

０．０ 

２．６ 

る。正組合員が多いほどこの割合は高くな

り，正組合員が１万５千人以上の農協では

28.9％となっている。

広域合併した農協では，正組合員が増加

した結果，多様な生産者が存在することに

なり，同じ品目の生産者でも農協全体とし

てみれば同質性は低下する。その反面，例

えば，技術の高い生産者だけで高品質の商

品を出荷する生産部会を立ち上げた場合に

も，ある程度の出荷ロットを確保して販売

できることが強みといえよう。

前述したように，環境変化に適応した生

産部会の再編の方向性は，大きく，①旧農

協の生産部会を統合する方向，②販売チャ

ネルや生産者の特性に応じた生産部会を設

立する方向，の２つがあげられる。このよ

うな再編の方向は，農協の青果物販売・取

扱高の規模によって濃淡がみられる。

青果物販売・取扱高の規模が大きい農協

では，生産部会を販売チャネル別等に細分

化せずに，ブランドの統一を含めて旧農協

の生産部会を統合することにより，出荷ロ

ットを拡大する傾向が比較的強い。

中規模の農協では，旧農協の生産部会の

統合を進める一方で，販売チャネルや生産

者の特性に応じた生産部会を設立する動き

も目立つ。

小規模の農協では，旧農協の生産部会の

統合も，販売チャネルや生産者の特性に応

３　産地の規模別にみた生産

部会の再編方向の違い
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じた生産部会の設立も，概して低調である。

（１） 農協合併後の生産部会の統合状況

農協の最終合併後の最多品目別部会の統

合状況について，05事業年度の農協の青果

物販売・取扱高別にみたものが第２表であ

る。これをみると，青果物販売・取扱高が

10億円以上の農協では，統合済みの割合が

65％以上と比較的高い。とくに70億円以上

の大規模の農協では，統合済みの割合が８

割を超え，ブランドを統一している割合も

６割を超えている。

これに対して５億円未満の小規模の農協

では統合済みの割合が相対的に低く，「統

合する予定はない」との回答割合が36.7％

と相対的に高くなっている。

70億円以上の農協において，統合済みの

割合が83.3％と高いのに比べて，販売窓口

の一本化を実施した割合が29.2％と低いの

は，管内が広域であるため，集荷の関係で

販売窓口を一本化することが難しいことが

一因と考えられる。

（２） 品目別・作目別以外の生産部会の

設立状況

第２表と同じ農協を集計対象に，品目

別・作目別以外の生産部会の有無につい

て，同じく05事業年度の農協の青果物販

売・取扱高別にみたものが第３表である。

これをみると，「直売所への出荷を目的と

した生産部会」および「特定の生協や量販

店への出荷を目的とした生産部会」を設置

している農協の割合は，青果物販売・取扱

高が５～20億円未満の農協において比較的

高い。また「加工・業務用への出荷を目的

とした生産部会」を設置している農協の割

合は，20～70億円未満の農協

で相対的に高くなっている。

一方，70億円以上の大規模

な農協では，品目別・作目別

以外の生産部会を設置してい

る割合は相対的に低く，「特

にない」との回答割合が

45 .8％と約半数を占めてい

る。販売チャネル別など生産

部会を細分化せずに出荷ロッ

トを拡大する方向にあるとい

う点で，前述した旧生産部会

を統合済みの割合が高いこと

と符号する結果といえる。
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（単位　組合，％） 

物
販
売
・
取
扱
高 

０５
年
度
の
農
協
の
青
果 

集
計
組
合
数 

組
織
の
統
合 

ブ
ラ
ン
ド
の
統
一 

基
準
の
統
一 

出
荷
規
格
や
品
質 

一
本
化 

共
同
計
算
の 

一
本
化 

販
売
窓
口
の 

し
検
討
中 

統
合
準
備
中
な
い 

は
な
い 

統
合
す
る
予
定 

統
合
済
み 

＊１ ＊２ 

～５億円 

５～１０ 

１０～２０ 

２０～４０ 

４０～７０ 

７０億円以上 

（注）１　濃い色網掛けは合計より５ポイント以上高く, 薄い色網掛けは５ポイント以上
低いことを示す。           
２　０５年度の農協の青果物販売・取扱高は, ０６年度第１回調査の結果である
（第３表も同じ）。           
３　＊１「統合済み」は「旧生産部会を統合した」と「旧生産部会を解散して新設」
の割合の合計。           
４　＊２「統合する予定はない」には統合できる生産部会がない場合を含む。          

第2表　農協の青果物販売・取扱高別にみた 
　　　　最多品目別部会の統合状況　　　　 

　　　　　　（北海道を除く, 最終合併後２０年以内の農協） 

２０２ 

４９ 

３４ 

３１ 

２９ 

３５ 

２４ 

６８．８ 

５５．１ 

６４．７ 

７７．４ 

７９．３ 

６５．７ 

８３．３ 

６０．９ 

４９．０ 

５５．９ 

７７．４ 

６９．０ 

５７．１ 

６６．７ 

５９．４ 

５１．０ 

５２．９ 

５８．１ 

７９．３ 

５７．１ 

６６．７ 

４２．６ 

３４．７ 

３５．３ 

３８．７ 

６２．１ 

４８．６ 

４１．７ 

４１．６ 

３２．７ 

２９．４ 

４５．２ 

６２．１ 

５４．３ 

２９．２ 

４０．６ 

３０．６ 

３２．４ 

３２．３ 

５５．２ 

４２．９ 

６２．５ 

１０．４ 

８．２ 

１４．７ 

３．２ 

６．９ 

２０．０ 

８．３ 

２０．３ 

３６．７ 

１７．６ 

１９．４ 

１３．８ 

１４．３ 

８．３ 

合　計 
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調整が拡大するなかで部会員の農業収入の

増加をもたらした。

ａ　ねぎ部会の概要と販売戦略

JAなすのは稲作地帯にあり，当初，ね

ぎ栽培は水田転作作物として導入された。

個人農家による栽培から出発したが，92年

にねぎの品目部会として部会が設立された。

ねぎ部会の販売戦略は，卸売市場流通で

は出荷ロットの大きい産地ほど評価が高く

なる「量は力」という考え方に基づいて，

出荷ロットを拡大し，卸売市場を主要なチ

ャネルとして販売するというものである。

ｂ　産地拡大のプロセス

ねぎ部会が設立された92年度において，

部会員数は55戸，作付面積12ha，出荷量は

200トンであり，ねぎ産地としての規模は

小さかった。しかし06年度には，部会員戸

農林金融2008・5
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ここでは，環境変化に適応して発展して

きた生産部会の取組みとして，旧農協の品

目部会の統合等によって産地を拡大してき

た JAなすの・ねぎ部会（以下「ねぎ部会」）と，

加工・業務用向けの契約取引を中心とする

JA常総ひかり石下地区契約レタス部会（以

下「契約レタス部会」）を取り上げる。

（１） 産地を拡大してきたＪＡなすの・

ねぎ部会

ねぎ部会は，品質の高位平準化に努めつ

つ，農協合併後の生産部会の統合や，部会

員の増員と１戸当たり作付面積の増反を通

じて，産地の規模を拡大してきた。この結

果，卸売市場での評価が高まり，米の生産

（単位　組合，％） 

物
販
売
・
取
扱
高 

０５
年
度
の
農
協
の
青
果 

５億円未満 

５～１０ 

１０～２０ 

２０～４０ 

４０～７０ 

７０億円以上 

（注）　濃い色網掛けは合計より５ポイント以上高く, 薄い色網掛けは５ポイント以上低いことを示す。       

第3表　農協の青果物販売・取扱高別にみた品目別・作目別以外の生産部会の有無 
（北海道を除く, 最終合併後２０年以内の農協，複数回答） 
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い
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６７．６ 

６７．７ 

５８．６ 
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２０．８ 

目
的
と
し
た
生
産
部
会 

　
直
売
所
へ
の
出
荷
を 

２２．８ 

２６．５ 

３２．４ 

２９．０ 

２４．１ 

１１．４ 

８．３ 

し
た
生
産
部
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店
へ
の
出
荷
を
目
的
と 

　
特
定
の
生
協
や
量
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１９．３ 

１２．２ 

２０．６ 

１２．９ 

３１．０ 

３１．４ 

８．３ 

産
部
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出
荷
を
目
的
と
し
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加
工
・
業
務
用
へ
の 

１６．８ 

６．１ 

２０．６ 

２２．６ 

２７．６ 

１１．４ 

２０．８ 
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定
し
た
生
産
部
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生
産
者
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技
術
水
準 

６．９ 

８．２ 

０．０ 

６．５ 

１０．３ 

１４．３ 

０．０ 

３．０ 

０．０ 

０．０ 

９．７ 

３．４ 

２．９ 

４．２ 

２７．７ 

１４．３ 

２３．５ 

２２．６ 

４８．３ 

３７．１ 

２９．２ 

し
た
生
産
部
会 

な
ど
栽
培
方
法
を
特
定 

い
な
い
が
減
農
薬
栽
培 

　
出
荷
先
は
特
定
し
て 

２４．８ 

３０．６ 

１４．７ 

１９．４ 

１７．２ 

２２．９ 

４５．８ 

○ 
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１ 

○ ２ ○ ３ ○ ４ 定
し
た
生
産
部
会 

　
女
性
の
生
産
者
に
特 

○ ５ 特
定
し
た
生
産
部
会 

　
生
産
者
の
年
齢
層
を 
○ ６ ○ ７ ○ １ 

７ 

４　環境変化に適応して発展

してきた生産部会の事例



種や栽培方法，出荷規格，集出荷場，販売

窓口が異なっていた。しかし大規模産地の

形成が重要であるとの認識に基づき，農協

合併の翌月に，旧農協の生産部会を統合し

た。そして，品種や栽培方法といった上述

した旧農協単位で区々であった点を統一

し，共同計算を一本化して，一元集荷一元

販売の体制を確立した。

ｃ　産地拡大を支えるシステム

卸売市場流通において重要な評価基準と

なっている出荷ロットを拡大するには，一

定規模の生産者の組織化が不可欠といえ

る。その点で，個々の農家や少数の農家が

構成する任意組合では出荷ロットの拡大に

限界があろう。

しかし，単に部会員を増やしただけでは

栽培技術の高位平準化は保てず，出荷物の

品質にばらつきが生じてしまう。それでは

なぜ，ねぎ部会では産地の規模を拡大しつ

つ，高い品質を維持することができたのか。

ねぎ部会では，「品質は信用」との考え

方に基づき，次のような対策を行ってきた。

①部会長，JA，県農業普及機関が協力し

て，独自の栽培基準による栽培マニュアル

を整備しつつ，②部会の下部組織である生

産専門部，JAと県農業普及機関が連携し

て，すべての圃場について現地指導会を開

催し，③部会長が部会員の圃場を小まめに

巡回して指導してきた。加えて，厳格な④

申し合わせ事項を定めた。

部会が定めた④申し合わせ事項には，集

荷場所，集荷時間，規格の厳守，栽培技術
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数は173戸（92年度の3.1倍），作付面積は

71ha（同5.9倍），出荷量は1,900トン（同9.2

倍）にまで拡大した（第３図）。

産地の規模を拡大するために，ねぎ部会

では，①部会員戸数の増加，②部会員１戸

当たり作付面積の拡大，③農協合併後の旧

農協の生産部会の統合，④近隣農協との連

携を実施してきた。

①部会員戸数の増加と，②部会員１戸当

たり作付面積の拡大については，明確な目

標を設定し，部会員全員で推進してきた。

例えば，92年の設立時には，各部会員が１

戸の新規栽培農家を増やし，各部会員が１

戸につき10ａ増反して，部会の販売額１億

円を早期に達成するという「1・1・1運動」

を始めた。現在は，販売高目標を７億円と

した「1・2・7運動」を実施している。

部会員の加入にはとくに厳しい加入要件

を定めておらず，ねぎを生産していればだ

れでも生産部会に加入することができる。

新規栽培希望者の情報収集や相談に応じる

ために，各地区で座談会を開催している。

③について96年度に農協が広域合併した

際，旧農協単位の生産部会は，それぞれ品

資料　JAなすの・ねぎ部会資料 
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第3図　ねぎ部会の販売額の推移 
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の確立が定められている。これ以外に，無

断で系統外に販売した場合や栽培マニュア

ルに記載されていない生産資材を使用した

場合には出荷が停止され，何度も繰り返し

た場合には除名することとされている。産

地を拡大しつつ産地の信頼を守るために，

大変厳しい内容となっている。

市況が高騰した際などに個人出荷する

と，部会としての出荷量が減少し，安定出

荷の点で産地の信頼を損ねてしまう。申し

合わせ事項において，無断で系統外販売を

禁じているのは，このようなことを防ぐた

めである。下位等級でも品質は高いため，

全農県本部が販路を開拓して販売してい

る。

ｄ　産地規模拡大の効果

以上のように，品質を高位平準化しつつ，

ロットを拡大する戦略を実現した結果，出

荷量は設立時の92年の9.2倍となり，平均

単価は1.5倍となった（前掲第３図）。平均

単価の上昇は，需給要因を別にすると，ロ

ットの大きさが出荷を安定させ，卸売市場

での評価を高めたことの影響が大きいとの

ことである。この結果，ねぎ部会の販売額

は14.2倍に拡大し，部会員１戸当たりの部

会販売額は4.5倍に増えた。

（２） 加工・業務用に対応した出荷に

取り組むＪＡ常総ひかり石下地区

契約レタス部会

契約レタス部会の特徴は，ねぎ部会とは

対照的に，少人数の部会員で協力し，契約
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取引で加工・業務用に安定的に出荷してい

ることである。これにより部会員は，計画

的に農業経営を行うことができ，契約先の

拡大に伴って農業収入を増加させてきた。

ａ　契約レタス部会の概要と販売戦略

契約レタス部会は，96年に露地栽培レタ

スを加工・業務用に契約取引で出荷する生

産部会として設立された。現在の部会員数

は９人であり，全員がエコファーマーの資

格を有する。

契約レタス部会の販売戦略は，主に加

工・業務用の実需者をターゲットに，卸売

市場と市場外のチャネルを併用しつつ，加

工・業務用に適した規格や品質のレタス

を，契約取引によって安定的に出荷すると

いうものである。

卸売市場出荷の生産部会とは販売戦略や

出荷体系が異なっているために，生産部会

の予算や活動，販売代金の精算は独自のも

のとなっている。

ｂ　加工・業務用に対応した体制の構築

生産部会が加工・業務用に対応するに

は，①販路開拓，取引先との日常的な交渉

から代金回収に至る販売業務，②加工・業

務用の規格や品質への対応，③安定的な出

荷，が必要になる。

①の一連の販売業務のなかでも販路開拓

については，当初は全農県本部が開拓し，

JAを通じて生産者に提案した。その取引

が軌道に乗ると，JAが取引先を開拓し，

取引先を増やしてきた。JAの販売業務に



対する部会の期待は大きい。

②加工・業務用の規格や品質に対応する

ために，レタスの品種は家計消費用に比べ

て大玉のものとなっている。また収穫後の

処理にも注意が必要である。このような要

望に応じるために，全員が参加して，作付

け前には県農業普及機関と連携して技術講

習会を開催したり，定植後出荷前の期間に

栽培上の注意点を確認する現地研修会を複

数回開催している。また出荷規格や品質基

準の確認は，目ぞろえ会以外に，出荷期間

に毎週開催する定例会でも徹底している。

加えて，JAの担当者は，数年前から品

質基準の遵守等に関する誓約書の提出を部

会員に要請している。作付面積の拡大に伴

い作業量が増加し，作業が粗雑になる懸念

があるため，部会員の意識を高める必要が

あると，判断したためである。部会員の状

況に応じた助言は，品質を維持しながら，

作付面積を拡大するために欠かせないもの

といえよう。

③安定的に出荷するために，当部会では

天候変動等による単収減を想定した面積を

作付けているほか，生育状況をこまめに把

握し，これに基づいて各部会員に出荷数量

を割り当てている。また雹や台風等の被害

を受けた場合には即日に全員が集合して対

応を協議している。

とくに生産・出荷の過程において部会員

同士が緊密に協力していることは特筆すべ

きである。例えば，生育状況を加味して数

量を割り当てているが，冠婚葬祭や体調不

良等により出荷できない部会員の分は，他

の部会員が全員で補い合っている。冠婚葬

祭や体調不良は日常の社会生活を営む上で

避けては通れない。それを補い合う仕組み

は，定量を一定期間続けて出荷するために

は欠かせないものである。

ｃ　加工・業務用の契約取引に対応した

体制を構築できた背景

安定出荷の前提として，部会員が，市況

の一時的な高騰よりも，農業経営の安定性

を重視する生産者であることがあげられ

る。このような部会員は，契約取引のため

の安定出荷に協力しようとする意識は強く

なると考えられる。

また，緊密な協力体制を構築できた背景

として，部会員同士が互いの顔や圃場がみ

えることがあげられる。部会員は，９人と

少人数で比較的近隣に居住し，さらに共通

の趣味を有している。密接なコミュニケー

ションを通じて互いの状況を把握しやすい

環境にあることと関係していると考えられ

る。

ｄ　加工・業務用に対応した生産部会設立

の効果

このように加工・業務用への対応は，

個々の農家が単独で取り組むことは容易で

はなく，生産者同士の協力や農協の支援が

不可欠である。換言すれば組織化の効果が

大きいともいえる。

契約レタス部会の現在の作付面積は設立

当初の２倍に拡大した。06年度の部会売上

高は１億８千万円であり，部会員１戸当た
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りの部会売上高は2,000万円となった。数

量や価格が比較的安定した取引の増加は，

農業経営の安定にも寄与している。

卸売市場出荷においては，前述したよう

に出荷ロットの面では大規模な生産部会が

有利である。しかし多様化している現在の

青果物流通に適応して，生産者の経営を安

定させるために，少人数の生産部会の強み

を生かした販売戦略も可能であることを，

契約レタス部会の取組みは示している。

本稿では，青果物の生産部会に関する近

年の環境変化を整理し，それに適応するた

めの再編の現状を明らかにした。

消費者の志向の多様化，青果物流通の再

編，生産者の高齢化や異質化といった環境

変化に適応して，生産部会は大きく，２つ

の方向で再編が進められている。１つは，

旧農協の生産部会を統合して出荷ロットを

拡大する方向であり，これは中規模から大

規模の産地で比較的多く実施されている。

もう１つは生産部会を販売チャネルや生産

者の特性に応じて再編する方向であり，中

規模の産地で多くみられる。

今後，環境としては青果物流通，なかで

も卸売市場流通はこれまで以上に変化し，

内部環境としては生産者の高齢化はさらに

進行するものと思われる。

JAグループとしては，環境変化を的確

にとらえつつ，生産者の経営方針に基づき

販売戦略を明確にした上で，生産部会の再

編を進めることが重要になろう。

とくに販売チャネルや生産者の特性に応

じた生産部会を設立する場合，事務局機能

だけでなく，販路開拓や取引先との交渉と

いった営業機能も必要になる。生産部会の

再編を進めるには，経済連・全農県本部と

連携しつつ，農協内部の農産物販売にかか

るシステムを一層強化することが求められ

ているといえよう。
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